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地 球 温 暖 化 対 策 や 持 続 可 能 な 社 会 構 築 の 観 点 か ら 、 太 陽 光 発 電 シ ス テ ム

（ P V）の 配 電系 統 への 導 入 量が 急 増 して い る 。 PV が 大 量導 入 さ れた 配 電 系

統にお いて は、P V の発電 出力 が天 候 により 不規 則に 時 間変動 して 配電 線 全体

の電圧 を大 きく 変 動させ る。P V が配 電系統 に並 列さ れ て発電 電力 が配 電 網に

流れ込 む健 全時 だ けでな く、 落雷 な どの配 電線 事故 時 に P V が保安 のた めに

一斉に 解列 した 時 や、事 故復 旧後 に PV が再 び一 斉並 列 した時 にも 、配 電 線

に 設 置 さ れ た 電 圧 制 御 機 器 で あ る 負 荷 時 タ ッ プ 切 替 変 圧 器 （ OLT C :  O n -L oa d  

Tap  Cha n ge r）と高 圧自動 電圧 調整 器 （ SV R:  St e p  Vo l t a ge  Re gu la to r）によ り 、

四種類 の電 圧制 御 パラメ ータ を有 す る L in e  Dr o p  Co mp e ns a t i o n（ L DC）制 御 方

式に基 づき 、配 電 網のす べて の地 点 電圧を 電力 品質 が 確保可 能な 適正 範 囲内

に自動 制御 しな け ればな らな い。 と ころが 、大 量 の P V が配電系 統に 並 列さ

れて発 電電 力が 配 電網に 流入 する 場 合と 、配 電系 統か ら PV を解列 して P V の

発電を 停止 する 場 合 とで 、そ れぞ れ 電圧制 御面 の課 題 が存在 する 。  

PV が 配 電 系 統 に 並 列 さ れ て い る 健 全 時 に お い て は 、 従 来 研 究 で は 過 去 の

PV 波形に 基づ き予 め決定 した 電圧 制 御パラ メー タ 値 に 固定し て季 節単 位・年

間単位 で運 用し て いるが 、P V 大量導 入時に は晴 天日 と 曇天日 のど ちら で も電

圧逸脱 を回 避で き る同一 の 電 圧制 御 パラメ ータ が存 在 しな く なる 場合 が ある

ため、 天候 に合 わ せて 適 切な 電圧 制 御パラ メー タを 動 的に更 新し てい か なけ

ればな らな い。また 、PV 予測 波形 には 予測誤 差が 含ま れ るため 、予 測波 形に

対して 最適 化し た 電圧制 御パ ラメ ー タを使 用し ても 電 圧逸脱 を引 き起 こ す場

合があ る。 しか し ながら 、こ れら の 課題を 解決 する た めに、 過去 の P V 予測

波形と 制御 パラ メ ータと のデ ータ セ ット を 利活 用し な がら天 候に あわ せ て 電

圧制御 パラ メー タ を 動的 に決 定し て いく手 法は これ ま で提案 され てい な い。  

一方、 配電 線事 故 が発生 した 際に は 、保安 の観 点か ら PV が系 統か ら一 時

的に一 斉解 列し 、 事故復 旧後 に解 列 した P V が一 斉に 再並列 され るた め 、短

時間で 電圧 が急 降 下・急 上昇 する 。従 来の L DC 電 圧制 御 方式で は、変圧 器 タ

ップ制 御に 数十 秒 の時間 を有 する た め、 電 圧の 急変 に 制御が 間に 合わ ず 、電

圧逸脱 を回 避で き ない場 合が ある 。 電圧を 適正 範囲 内 に保つ には 、電 圧 が急

変する 前に タッ プ 位置を 制御 する 必 要が あ るが 、P V の一斉解 列と 一斉 再 並列

を伴う よう な配 電 線事故 時の 電圧 制 御手法 の提 案は こ れまで なさ れて い ない 。 

本論文 では 、大 量 の P V が配電 系統 に並列 され てい る 健全時 の 課 題を 解 決

するた めの 電圧 制 御手法 とし て、 過 去の P V 出力 予測 波形と 電圧 逸脱 回 避可

能なす べて の電 圧 制御パ ラメ ータ 群 とをセ ット で デ ー タベー ス化 し、P V 予測

波形に 応じ て最 も 電圧逸 脱回 避能 力 の高い 電圧 制御 パ ラメー タ を 動的 に 選択

する手 法を 提案 し ている 。さ らに 、P V の一斉 解列 と一 斉再並 列を 伴う 配 電線

事故時 の課 題を 解 決する ため の 電 圧 制御手 法と して 、 衛星観 測日 射量 情 報か

ら P V の解列 ・再 並列時 の電 圧変 動 を推定 して 変圧 器 タップ 位置 を制 御 する

手法を 提案 して い る。提案 する 各電 圧制御 手法 の有 用 性を検 証す るた め 、P V

が大量 連系 され た 実規模 配電 系統 モ デルを 用い た 数 値 計算を 実施 して い る。  
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本論文 はこ れら の 一連の 成果 をま と めたも ので 、全 5 章 で構成 され てい る 。

以下に 各章 での 研 究成果 の概 要と 評 価を示 す 。  

第 1 章は 序論 であ り、本 研究 の背 景 と目的 とし て、 再 生可能 エネ ルギ ー 電

源の運 用容 量と 認 可容量 の現 状、 先 行研究 の電 圧制 御 方式に つい て説 明 し、

従来研 究の 課題 点 と本論 文の 位置 づ けを説 明し てい る 。  

第 2 章で は、 大量 の P V の配電系 統へ の並列 時に おい て 、 電圧 逸脱 を回 避

可能な 電圧 制御 パ ラメー タ候 補（ 実 行可能 解） を 実 用 時間内 に全 て列 挙 する

手法を 提案 して い る。全 数探 索 で は 、解候 補数 が各 制 御機器 の 4 種 類の 電圧

制御パ ラメ ータ の 組合せ 数 に 対す る 制御機 器 台 数の べ き乗と なり 、天 文 学的

な計算 時間 がか か るとい う課 題が あ った。 提案 手法 で は、 電 圧制 御パ ラ メー

タ値の ある 範囲 で の電圧 制御 結果 は 同一と なる 点に 着 目し、 1 ス テッ プ 前の

時間断 面か らの 電 圧制御 機器 のタ ッ プ位置 の上 げ・ 維 持・下 げ の 3 つの それ

ぞれの 制御 動作 を 引き起 こす よう な 電圧制 御 パ ラメ ー タ値の 範囲 を電 圧 制御

機器毎 に独 立に 算 出させ 、同 一の 電 圧制御 結果 とな る 電圧制 御パ ラメ ー タ候

補の集 合（ 解候 補 群）を 高速 に列 挙 させる こと で、 電 圧逸脱 のな い 全 て の電

圧制御 パラ メー タ 候補 を 実用 時間 内 で高速 に列 挙可 能 にして いる 。実 測の PV

波形と 負荷 波形 と 実配電 系統 モデ ル を用い た 数 値計 算 例にお いて 、従 来 手法

であ るメ タヒ ュー リステ ィッ ク手 法 を用い た探 索手 法 では 2 4 時間の 探 索時

間で電 圧逸 脱を 回 避でき る 電 圧制 御 パラメ ータ を発 見 できな かっ たの に 対し 、

提案 手法 では 電圧 逸脱回 避可 能な 約 70 0 0 個の電 圧制 御 パラメ ータ を探 し 出

してい る。 また 、 電圧制 御機 器 4 台 が設置 され た配 電 系統モ デル での 数 値計

算結果 では 、 約 3 . 8 億年 を要 する と推 定され る従 来計 算 と比較 して 、提 案 手

法では 約 1 . 5 時間 という 実用 的な 時 間内で 電圧 逸脱 回 避可能 なす べて の 電圧

制御パ ラメ ータ を 列挙 し てお り、 提 案手法 の有 用性 を 評価で きる 。  

第 3 章では 、配 電系 統への 大量 の P V の並列時 にお いて 、過 去の P V 出力予

測波形 と電 圧逸 脱 回避可 能な 電圧 制 御パラ メー タ 群 か らなる デー タベ ー スを

構築・ 活用 し、 天 候によ って 動的 に 電圧制 御パ ラメ ー タ を更 新し てい く 手法

を提案 して いる 。 P V 出力や 負荷 変動 を事前 に 1 0 0%の精 度で予 測で きれ ば 最

適な電 圧制 御パ ラ メータ を選 択で き るが、 予測 には 誤 差が含 まれ るた め 、予

測波形 に対 して 最 適化し た 電 圧制 御 パラメ ータ はリ ア ルタイ ムの 実波 形 に対

しては 最適 では な く、電 圧逸 脱を 引 き起こ すと いう 課 題があ る。 そこ で 、提

案手法 では 、第 ２ 章の提 案手 法を 用 いて高 速列 挙し た 電圧逸 脱回 避可 能 なす

べての 電圧 制御 パ ラメー タ 群 と過 去 の P V 出力予 測波 形 とを 紐付 して 時 間帯

ごとに デー タベ ー スに予 め蓄 積し て おき、 リア ルタ イ ムで得 られ る P V 予測

波形と デー タベ ー ス上の 過去 の P V 予測波形 を比 較し 、リ アルタ イム の P V 予

測波形 と類 似度 が 高い複 数の 過去 時 間断面 の P V 予測 波形に それ ぞれ 紐 付い

ている 実行 可能 な 電圧制 御パ ラメ ー タ 群の 中か ら最 も 使用さ れて いる パ ラメ

ータ値 を選 択し て 使用す る。P V 実測 波形と 配電 系統 モ デルに よる 数値 計 算 で

は、P V 予測波 形を 使用せ ず に リア ル タイム で 電 圧セ ン サ計測 情報 を 使 用 して
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タップ 位置 を決 定 する 従 来電 圧制 御 手法と 比較 し、 提 案手法 では 配電 系 統へ

の P V 導入可 能量 が 1 5%も拡 大し て おり、 提案 手法 の 電圧制 御能 力面 か らの

有用性 を評 価で き る。  

第 4 章では 、P V の一斉解 列と 一斉 再 並列を 伴う 配電 線 事故時 にお いて 、衛

星観測 日射 量情 報 から P V の解 列時 と再並 列時 の電 圧 変動を 予め 推定 し て変

圧器タ ップ 位置 を 制御す る 電 圧制 御 手法を 提案 して い る。配電 線事 故時 に は、

PV の一斉 解列・一 斉再並 列に よっ て、系統内 の電 圧が 急 降下・急上 昇す るた

め、電 圧逸 脱を 回 避する には 、電 圧 が急変 動す る直 前 にタッ プ位 置を 適 切な

位置に 制御 しな け ればな らな い 。提 案 手法で は 、事 故復 旧 中の電 圧を 推定 し 、

推定電 圧値 から 電 圧適正 範囲 の上 下 限値ま での 最小 電 圧余裕 量が 最大 と なる

タップ 位置 に各 電 圧制御 器の タッ プ 位置 を 制御 して い る。 電 圧変 動の 大 きさ

は事故 発生 時 の P V 発電量に 依存 す るため 、提 案手 法 では、 リア ルタ イ ムで

得られ る衛 星観 測 日射量 情報 から P V 発電量 を推 定し 、推 定 PV 発電 量を もと

に P V 解列時 と再 並列時 の電 圧変 動 を推定 して いる 。 実測の 衛星 観測 日 射量

情報と 実地 図上 の 配電系 統モ デル を 用いた 数値 計算 結 果では 、現 状の 配 電自

動化シ ステ ムに よ る事故 復旧 時に は 電圧逸 脱が 生じ る のに対 し、 提案 手 法で

は電圧 逸脱 を回 避 できる こと を示 し ており 、提 案手 法 の 電圧 制御 効果 が 評価

できる 。  

第 5 章は 結論 であ り、 本 論文 での 研 究成果 をま とめ て いる。 今後 の展 望 と

して、3 章 の手 法に 機械学 習を 導入 す ること によ る電 圧 制御効 果の 向上 、2 0 16

年に打 ち上 げら れ たひま わ り 8 号 と 9 号の 衛星観 測情 報 を活用 し た P V 出力

や電圧 の短 周期 予 測技術 との 融合 展 開等が 述べ られ て おり 、 本論 文で の 提案

手法が 発展 性に 富 むもの であ るこ と が示さ れて いる 。  

以上を 要約 する に 、本論 文は 、 配 電 系統へ の大 量 P V の並列 時と 解列 時 で

の電圧 制御 上の 技 術的課 題に 対し 、 電圧逸 脱を 回避 で きる 制 御パ ラメ ー タを

実用時 間内 に全 列 挙する 手法 、P V 予測波形 とデ ータ ベ ースか ら 電 圧逸 脱 回避

能力が 最も 高い 電 圧制御 パラ メー タ を選定 する 手法 、 配電線 事故 時 の P V 解

列と再 並列 に対 応 した 電 圧制 御手 法 を提案 し、 数値 計 算を通 じて 提案 手 法の

有効性 を明 らか に したも ので ある 。 本論文 で得 られ た 成果は 、 配 電系 統 の次

世代電 圧制 御手 法 の確立 に資 する も のであ り、P V の導 入拡大 と電 力の 安 定供

給に貢 献し 、電 気 エネル ギー シス テ ム工学 の発 展に 寄 与する もの であ る 。 よ

って、 本論 文は 博 士（工 学） の 学 位 論文と して 価値 あ るもの と認 める 。  
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